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子から親への世代問移転についての研究動向非

中村さやか・丸山士行

　世代問移転に関する従来の経済学研究は親から子への移転に焦点を当ててきたが，人口の高齢化と

共に予からの支援が高齢者にとって重要な役割を果たすようになっている．また，親から子への移転

のメカニズムを解明する⊥でも，親子の相互依存の関係を理解する必要がある．本稿では子から親へ

の移転に関するさまざまな経済学的仮説とそれぞれの仮説を検証した実証研究について総括し，今後

の研究課題について考察する．欧米，特に米国についての最近の文献は子の利己性を前提とした戦略

的遺産動機仮説を支持しておらず，子の利他性の重要性を支持する研究が多い．他方，日本について
の実証研究では親から子への移転と介護・同居の間の正の関係をもって戦略的遺産動機仮説やその他

の家族における利己主義に基づく仮説への支持と結論づけるものが多い．しかし介護する子への移転

は介護負担による効用損失に対する親の利他的な補償行為であるとも解釈できるため，論拠に乏しい、

カ目えて，日本と欧米では分析的枠組みの違いが大きく，観察結果の相違の解釈は容易ではない．明確

な解釈を提供できる経済理論，内生性を考慮した計量予法，そして国際比較可能な分析的枠組みに基

づいて検証を積み重ねていくことが求められている．
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1．序論

　先進諸国および比較的所得水準の高い途上国

の大半において前例のない速さで高齢化が進む

中，高齢者の介護二一ズが高まり，また家族介

護者の負担も増大している1）．多くの場合，介

護される高齢者の子が介護の大部分を担ってい

る2〕．また介護に限らず精神的・経済的援助な

どを含めて，子から親へのサポートは高齢者の

健康や幸福を支える上で極均て重要な役割を果

たしている．子が高齢の親のためにさまざまな

サポートを提供する理由をどのような経済理論

によって説明できるだろうか．

　子から高齢の親への支援は世代問移転の一形

態である．家族内での世代間移転とは親子間で

の金銭的，物質的，もしく’ﾍサービスの移転を

指すが，従来，経済学における世代間移転の研

究は親から子への移転に主眼を置いてきた．近

年になり，欧米，特に米国におい一て子から親へ

の移転に関しても研究の蓄積が進みつつあるが，

まだ成果が統合されて知見がまとまるには至っ

ていない．一方，日本では子から親への移転に

ついての経済学的見地からの研究は緒に就いた

ばかりと言える．本稿では，子から親への移転

を考慮したさまざまな経済学的仮説と，それぞ

れの仮説について検証した実証研究について概

観する、特に欧米における先行研究と比較する

ことで，日本の研究動向の特徴を明らかにす

る3）．最後に先行研究の考察結果を総括した上

で，実証研究の方法論上の課題と今後求められ

る研究テーマについて考察する．

　今後ますます高齢化が進む中で，高齢者とそ

の家族の健康や福祉（we11－being）を推し進める

上でも，予から親への移転の問題をより深く理

解することが重要である．高齢の親にとって，

子からの支援は健康面でも精神面でも大きな役

割を果たしている．一方で，高齢者が支援や介

護の必要な状態で長く生存し，しかも少子化に

よって親に対する子の数が減少しているため，

子の負担はかつてないほど重くなっている．親

の介護をする時には子も高齢になっていること

も子の負担を重くする．従来，家蜘ま固い絆で

結ばれた一つの単位として扱われることが多か

ったが，このような少子高齢化の影響を考える
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と親子間の潜在的な利害の不一致という問題は

避けて通れない．また，老親介護を子の義務と

する社会規範も弱くなっており，例えば老父母

の面倒をみることを「当たり前の義務」と考え

る子どもは1980年代後半から急激に少なくな
っている（内藤2005）．

　さらに，子から親への移転の問題は一国の社

会経済にも重要な合意を持つ．子による高齢の

親へのサポートは，健康の維持と増進という観

点ではフォーマ．ルな医療・介護サービスと代替

関係にあり，増大する国民医療費や介護関連支

出の抑制につながる可能性がある．その一方で，

親の介護のために子やその配偶者の労働供給や

人的資本の蓄積が抑制される懸念もある（岩本

2000，西本2006）4）．他方，マクロ経済学の分

野においては親から子への世代間移転に古くか

ら関心が寄せられてきた．子に遺産を残したい

という動機が人々の貯蓄行動の重要な決定要素

であり，ひいては世代を超えた格差の拡大，国

富の蓄積，そして経済成長にも影響を及ぼすと

考えられるためである（Kothkof王andSummers

1981，Nishiyama2002）．後述するように，親が

子に移転を行う理由を解明するには親子の互恵

的相互依存の関係についてより深く理解する必

要があるとの認識が強まっており，その理由か

らも子から親への移転が注目されている．

　　　2．世代間移転の理論的枠組み

2．1Beckerによる「利他主義モデル」

　経済学における世代間移転の研究は長い問親

から子への移転に焦点を当ててきた5〕1中で毛

有名なのはBecker（1974）による利他主義モデ

ル（a1truismmode1）である1この毛デルでは，

親の「純粋な利他性」（purea1truism）が仮定さ

れ親の効用は子の効用水準に依存する．効用関

数をU，消費水準をCとすると，子と親の効

用関数はそれぞれ次のように表される．

　　　U．hild（C．hild）　（1）

　　　Up、、、、。（C口酊。、t，U、刷d（C，hi1d））　（2）

親は家族内の所得配分の決定権を持ち，自分と

子の所得水準を所与として子への金銭的援助の

額を決定する．ごく一般的な仮定の下，通常の

内点解において親は自分自身の消費からの限界

効用と子の効用水準から得られる限界効用を等

しくするように世代間の移転を決定する．この

モデルによれば，親から子，もしくは子から親

に強制的に比較的少額の所得移転を行った場合，

その移転を相殺するような形で親から子への金

銭的移転が増減するため，親子それぞれの消費

の大きさは全く影響を受けない（リカード・バ

ローの中立性命題）．いわば，親子は単一の意

思決定主体として親子の所得をプールして支出

しているかのように行動する（所得プーリング）．

Becker（1974）では子は利己的で親の効用につ

いては考慮しないと仮定されているが，子が利

他的であっても上の結論は影響を受けない．ま

た，利己的な親と利他的な子という設定の下で

も．同様の結論が得られる．

　このような単一の意志決定主体を仮定する

unitaryモデルは，家計や家族の行動を単純化

できるという利点からさまざまな研究に応用さ

れてきたが，その仮定が示唆する所得プーリン

グを否定する実証結果が相次いでいる．A1ton－

jieCα五（1997）は米国のデータに基づき，Becker

（！974）の結論が支持されないと指摘している、

同様に，Hayashi（1995）は日本のデータを用い

て，Pezzin　andSchone（！997）は米国のデータ

を用いて，同居している親子がそれぞれの所得

をプールして消費を行っているという仮説に対

する反証をそれぞれ示している．そのため近年

では，ConeCtiVe　mode1に代表されるような複

数の意志決定主体を前提に家族の意志決定を分

析する研究が進展している（Lmdberg　and　Po1－

1ak2008）6）．

　この流れに呼応して，親から子への一方向の

移転のみを考慮したモデルではなく，親と子と

いう複数の意志決定主体を前提とし，子から親

への移転も含めた双方向の世代問移転について

一つの理論的枠組みの中で明らかにすることが

新たな課題になりつつある．次章で説明する家

族内の暗黙的年金契約仮説や戦略的遺産動機仮

説を含めた交換動機仮説がこの文脈に該当する

（Laferrさre　and　Wo1ff2006）．
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2．2時間的サービスの重要性

　金銭的援助に限って言えば，先進国では子か

ら親への援助は親から子へのそれと比べて圧倒

的に小さい7）．例えば米国では，生前贈与に限

定しても親から子への所得移転は子から親への

それの4倍から10倍に相当する（Nishiyama

2002）．S1oaneCαム（2002）によれば米国では2

年間に親へ500ドル以上を送金したのは存命の

親を持つ50代の子の11％に過ぎず，500ドル

以上送金した場合の平均額も2年間で2600ド

ルであり，子から親へ継続的に多額の仕送りが

行われるのは稀である．日本においても，親と

別居している20代から40代の既婚女性のうち，

親が将来要介護状態になった場合には何らかの

金銭的援助をしたいと答えているのは32％に

過ぎない（KoharaandOhtake2006）．このよう

な状況を反映して，子から親に対する金銭的援

助については先進国を対象とした実証研究は少

ない．

　子から親への金銭的移転が起きるメカニズム

を説明した経済理論も存在するが，それらはい一

ずれも金融市場やそれに代わる公的制度の不完

全性を前提としている．例えば次章で詳述する

家族内の暗黙的年金契約の理論では，長寿のリ

スクに備えるための私的または公的な年金（an－

nuity）が不完全もしくは存在しないため、子が

親の老後の生活費を保障する（Kotlikoffand

Spivak1981）．借り入れ制約がある若年世代が

親から借金し，後になって借金を返すというモ

デルもある（Cox！990）．レかし金融市場や公的

社会保障制度の発達した現在の先進国の多くで

は，このような議論の現実妥当性は必ずしも定

かではない．

　高齢化の進む先進諸国において，子から親へ

の移転。として重要なのは子による訪問，介護，

世話，同居などのサービスといえる．これらは，

どれほど市場経済やテクノロジーが発達しても

親が市場で完全な代替財を入手するのは難しい

と考えられる．市場で調達が可能な通常の消費

財に対し，代替が難しいこれらのサービスは時

間的サービス（time－re1atedSerViCeS）と呼ばれ

ている（Laferrさre　andWolff2006）．この理論的

研　　突

合意は大きく，通常の消費財に力凸え時問的サー

ビスという親にとって重要な第二の財を理論的

枠組みの中に導入することにより，子が親に依

存するだけでなく親も子のサービスに依存する

という相互依存の関係・双方向の世代問移転を

理論化することが可能になる．

3、子から親への移転についての研究動向

　この章では子から親への移転について，子の

行動メカニズムをモデルに組み込んだ経済理論

を中心に，研究の進んでいる理論仮説とそれに

関連した実証研究について説明する．なお，親

からの移転ないし移転可能性が子から親への時

問的サービスの移転に与える影響を分析した日

米の主な実証研究について，表！と表2にまと

めた．日本についての先行研究では観察対象が

子の場合は配偶者の親へのサービス提供も分析

対象に含まれているが，米国では親と既婚の子

との同居が稀であることを反映し，米国につい

ての先行研究では調査回答者が子の場合は回答

者の親に対するサービス提供のみを分析対象と

している．

3．1家族内の暗黙的年金契約

　Kot1ikoff㎝dSpivak（！981）は，自分が長生き

したために支出を賄いきれなくなるリスクに備

えるために，高齢者が自分の配偶者や子と次の

ような暗黙的年金契約を結ぶというモデル（家

族内の暗黙的年金契約仮説）を示した．契約で

は，この高齢者が予想していたより長生きして

自分の貯金を使い果たしてしまった場合には，

配偶者や子が彼の生活費の不足分を賄う．逆に

早く亡くなった場合には，長生きした場合の生

活費として彼が貯めていた資金を残された配偶

者や子が遺産として受け取ることになる．この

ような長寿のリスクに備えた年金はもちろん市

場及び政府によっても提供可能であるが，保険

者と保険購入者の問で情報の非対称性があるた

めに逆選択や取引費用の問題が生じ，個々人が

望む水準の年金を保険数理上公正なコストで調

達することは難しい8）．それに対して家族問の

契約は不完備契約ではあるものの，家族問の信
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表1．親からの移転・移転可能性が子から親への時間的サービスの提供に与える影響ついての主な先行研究：米国

論文　　　　　データ名 観察対象　　　対象年

　　　　　　　　　　　　　　　　　戦略的遺産　　　　　親からの移転・
　　　　　　　　　　　　親の経済力の　動機・交換被説明変数　移転可能性を表
　　　　　　　　　　　　影響　　　　　動機につい　　　　　す変数　　　　　　　　　　　　　　　　　　ての結論

　　　　　　　　　　　　　親11969年B．mh．im　L・・git・dimlR・ti・・一に58－63歳！969．1971，
所口且（1985）ment　History　Sur一配偶者あり1　1975

　　　　　Vey　　　　　　子と別居

　　　　　Asset　and　HeaIth　親：酉己偶者な
Henretta功
αム（1997）　DynamicsAmongし・1923年1993
　　　　　the　O1dest　OId　　　以前に出生

Perozek
（1998）

S］03］1色fα五

（1997）

Pezzin　and
Schone
（1999）

S1o呂n僅Cα王．

（2002）

Brown
（2007）

　　　　　子1人当たりの
子の訪問回数親の遺贈可能資　十
　　　　　産

　　　　　過去／0年間の

撮る介護㌶瀞・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ル以上の金銭）

　　　　　　　　親：1969年Nation棚Survey　ofに58－63歳，　　　　　　　　　　　　子1人当たりの
FamiliesandHouse一 z偶者あり，　1987　　　子の訪問回数親の遺贈可能資C
holds　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産
　　　　　　　　子と同居せず

NationaユL㎝9－Term親：65歳以　1989　　　子による介護　資産　　　　　O

CareSurvey上　　時間Hebrew　ReHabi1ita一
　　　　　　　　子：60歳以tion　Center　for　the上のマサチェ　　　　　　親との同居の　不労所得、家の

繍締評舳7瀞鵜11住宅価どちらも。

He31th　and　Retire－

ment　Study

Asset　㎜d　Hea1出
Dyn3mics　Among
the　O1dest　O1d

子＝王931－1992－1998
1941年出生　　（隔年）

親：配偶者な

し，1923年1993
以前に出生

親との同居・
近居の有無，　「親は自分より
　　　　　金銭的に豊かで介護・家事援
　　　　　ある」か否か，助の有無，訪．
　　　　　持ち家間回数

撮る介護遺1曽可能資産

同居・近届につ
いてはどちらも
一，その他につ

いてはO

言及せず

C　　　　　　　　x

注） 分析手法はすべて横断面分析である．また，子を観察対象とした分析では，親は全て子の親のみを指し，配偶者の親は含まない．

P巳zzin㎜d　Schone（1999）以外はすべて全国調査である．

頼関係があれば情報の問題は小さくなる．

　この仮説は本来，子が親に金銭的援助を行う

理由を説明したものであるが，前述のように親

に多額の金銭的援助を行う子は先進国では少な

い．これは，先進国では金融市場が発達してい

ることに加え，公的社会保障も充実しているた

めだと考えられる．ただし，金融市場も社会保

障制度も未発達な発展途上国では，この理論で

説明されるように，金銭面での家族の相互依存

が強くならざるを得ないかもしれない．一方，

長寿のリスク’ ｪ主に介護二一ズの増大という形

で生じ，かつ二一ズに合ったサービスを市場で

購入することが難しいと仮定するならば，配偶

者や子からの年金給付が金銭ではなく介護や身

の回りの世話といった時問的サービスの現物給

付によって支払われると解釈することもできる．一

さらに，親子の同居は子が親に金銭と時問的サ

ービス両面において老後の保障を提供するメカ

ニズムとして機能しているとも考えられる．

　Renda11and　Speare（1995）は，米国の低所得

の高齢者の多くが子と同居することで貧困から

逃れている可能性を指摘している．U1ker

（2008）は米国のデータを用いて，子からの経済

的支援を必要とする親ほど子と同居する確率が

高いという同居の内生性を修正すれば，子と同

居している高齢者のほうがそうでない高齢者と

比べて消費水準が高いと指摘している9）．これ

らは家族内の暗黙的年金契約が親子の同唐を通

じて実現されていると解釈できる．また，米国

で1940年から1990年にかけて高齢の独身女性

と子の同居率が6割から2割に大きく低下した

のは，社会保障制度の充実によって高齢者が老

後の経済的保障を子に依存する必要がなくなっ

たためだとの指摘がある（Costa1999，McGarry

andSchoeni2000）．これも家族内の暗黙的年金

契約仮説と整合的ではあるが，子の親に対する

利他性や子が親の生活保障の責任を負うという

社会規範が失われたという解釈も可能である．

3．2戦略的遺産動機

　従来，高齢者が遺産を残そうとする「遺産動

機」は残された家族への利他心から生じると考
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　　表2．親からの移転・移転可能性が子から親への時間的サービスの提供に与える影響ついての主な先行研究：日本

論文 データ名　　　　観察対象　　　対象年
　　　　　親からの移転・
被説明変数　移転可能性を表
　　　　　す変数

　　　　　　戦略的遺産
親の経済力の　動機・交換
影響　　　　　動機につい
　　　　　　　ての結論

遠藤’吉田　国勢調査
（2001〕

市区町村

敬〕福井国民生活基礎調査窒＝60歳以

　　　　　65歳以上新
　　　　　族のいる世帯1995
　　　　　の子との同居
　　　　　割合

　　　　　子との同居の
1986’！995有無

　　　　　家計経済研究所「消　子：24－38歳
Kim（2004）　費生活に関するパネ　　　　　　　1993－1997
　　　　　　　　　　　　　　の既婚女性　　　　　ル調査」

　　　　　内閣府TheAttitude　　　　　　　　　　　　　　子：20－49歳
Kohara　　Survey　on　Chi1乱の親と別居し
餓ht宜㎞ a耕繍程いる既婚女2000

Wakabaya一日本家族社会学会　親：退職し既
shia皿d膏。一「家族についての全　　　　　　　1998
　　　　　　　　　　　　　　婚の子ありrioka（2006）国調査」

・・・…　圭咋驚離滋子：・・歳以。。。。
（2006）　　　　　　　　　　　　　上の既婚者
　　　　　設計」

　　　　　家計経済研究所「消　子：24－38歳
坂本（2006）費生活に関するパネ　　　　　　　2005　　　　　　　　　　　　　　の既婚女性　　　　　ル調査」

田淵（2006）JGSS（J早p独ese　G趾　子：既婚で双2006
　　　　　eralSoclaユSurveys）方の親が存命

TakagM　日本大学「健康と親：65歳以1999
α正（2007）生活に関する調査」上

Kureishi
目nd　Wak昨　家計経済研究所「消　子：24－34歳

・…1・i驚野関するバネの既婚女性2002
（2009）

親との同居の
有無

平均世帯年収，
平均居住面積

年収（年金受給
の有無によって
区別），持ち家の

有無，住居面積

年収，持ち家

年収：一，居住
　　　　　　　言及せず面積：十

年収．一
家：十，

積：十

年収1
家：十

，持ち
居住面　言及せず

，持ち
　　　言及せず

親の介護意向 ﾀ繍蓉整耳：十・年・

　　　子との同居の
　　　有無

　　　親との同居の
　　　有無，地理的
　　　距離，接触回
　　　数

　　　親との同居の
　　　有無

　　　親との地理的
　　　距離

　　　子との同居の
　　　有無

　　　親との同居の
・2004有無，親の介
　　　護意向の有無

持ち家，父親の
退職前の職業

将来の住宅取得
に対する親から
の贈与・遺産期
待

親からの相続期
待

親からの住宅取
得への援助の有
無

持ち家，現在所
得，教育水準

親から期待され
る遺産額，親か
らの相続期待の
有無

持ち家：O，管　　　　　　　○理職：十

十　　　　　　　〇

十　　　　　　　言及せず

十

教育：一．現在
所得：C，持ち
家：十

言及せず

十　　　　　　　○

注〕分析手法は．Kurei昌hi3］1d　Wakabayashi（2009）でパネル分析を補完的に用いていることを除きすべて横断面分析である．

　　察対象とした分析では，親は調査対象者とその配偶者両方の親を含む．

また，子を観

えられていた（Barr01974）．それに対し，

Bernheim材αム（1985）は，子の自主性に任せて

おいた場合には親が望むほど子が親の世話

（Care　andattentiOn）をしない状況を仮定し，も

し子が複数いるならば，親は遺産の額を担保と

して利己的な子からより多くの世話を引き出す

という完備契約の可能性を示した．親が子に見

返りを求めて遺産を残し利已的な子がそれに応

じて親の世話をするというBemheimeCα五

（1985）の理論は戦略的遺産動機仮説と呼ばれる．

具体的には，親はそれぞれの子に行うべき世話

の水準を示し，それだけの世話をすれば遺産の

うちある割合を残し，そうしなければ遺産は一

切相続させないと言い渡す．つまり，親から提

示された水準の世話をしなかった子を相続人か

ら外し，それ以外の子の間で．遺産を分割すると

いうルールを親が定める．より多く世話．をする

ことのコストに見合うだけの遺産額が提示され

ていれば，子は親が示した水準の世話をして遺

産を受け取ることを選ぶ．複数の子の存在が前

提とされる理由は，ひとりっ子の場合は子に全

く遺産を残さないことに親がコミットするのは

難しく，信懸性のない脅しになってしまいかね

ないためである．

　戦略的遺産動機仮説の合意は，子が複数いる

場合には，親の資産が多いほど親は子に世話を

してもらえるということである．Bernheimef

α五（ユ985）は米国のデータを用いた分析を行い，

親の資産は子が親を訪問する回数を有意に増や

すことを示し，戦略的遺産動機の裏付けとして

いる．しかしその後の米国についての実証研究

は，総じてこの見方に対して否定的である．
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Perozek（1998）が子や家族の特性を説明変数に

追加してBernheim　eCα五（1985）と同様の推定を

行ったところ，親の資産の影響は非常に小さく

なった．S1oan　eCα五（！997）とBrown（2007）によ

れば，親の遺贈可能資産1‡子から親への介護供

給には影響しない．PezzinandSchone（1999）

によれば，親の不労所得や親の家付近での住宅

価格の変化は親と娘の同居率には影響しないl

Sloanefα乙（2002）によれば，親が子より経済的

に豊かであったり家を所有したりしている場合

には，子が親と同居・近居する割合が低くなる、

　戦略的遺産動機仮説に言及していないものを

含め，日本において親の経済力が子から親への

時問的サービスに与える影響を分析した研究を

概観すると，まず，親が所有する住宅資産が親

子の同居確率を増加させるとする研究が多い．

岩本・福井（2001），Kim（2004），及び．丁荻agi

eCαム（2007）によれば，親の持ち家保有は親子が

同居する確率を高める10〕．さらに岩本・福井

（2001）と遠藤・吉田（2001）によれば，親の住居

面積が親子の同居に正の影響を与えている．一

方，住宅資産以外については結論が分かれてい

る．高齢の親の所得が子との同居率に与える影

響については，岩本・福井（2001），遠藤・吉田

（200！），及びKim（2004）の推定では負かつ有

意である．TakagieCα五（2007）によれば親の所

得が子との同居に与える影響は有意ではないが，

親の教育水準は負かつ有意な影響を与える．

Koharaaエ1dOhtake（2006）によれば，親の教育

水準が高いほど同居していない娘が将来必要に

なった際に介護するつもりだと答える可能性が

高くなるが，基礎年金以外の年金受給の影響は

有意でない．Wakabayashi　and　Horioka（2009）

によれば，退職前に管理職についていた父親は

子と同居する可能性が高い．

　さらに日本については，子の親からの遺産期

待が子と高齢の親との同居に与える影響を推定

することで戦略的遺産動機仮説を検証した先行

研究がいくつかある．親からの遺産を期待して

いると答えた子はそうでない子より親と同居す

る割合が高く（Yamada2006，坂本2006，Kur－

eishi　and　Wakabayashi2009），親を介護する意

向が強く（KureishiandWakabayashi2009），親

の近くに住む割合が高く，親にコンタクトを取

る回数も多い（Yamada2006）．これらの分析と

は逆に，村上（2006）は親との同居が親からの遺

産期待を決定している可能性を指摘しており，

逆の因果関係が存在しうることを示唆している、

　また，戦略的遺産動機仮説のもう一つの合意

は，複数の子がいる場合，より多く親の世話を

した子が他のきょうだいより多くの遺産をもら

うということである．しかし，例えば複数の子

を持つ米国の母親を対象とした調査によれば，

92％がすべての子に平等に遺産を分配するつ

もりだと答えており，さらに平等に分配しない

と答えた母親のうち，自分の世話をしてくれた

子に多く遺産を残すと答えたのは25％にすぎ

ない（Light　and　McGarry2004）．一方，さまざ

まな日米のサーベイデータを比較したHorioka

（2002）は，米国と異なり日本では戦略的遺産動

機と整合的な回答をする親が多いと指摘してい

る．例えば，日本では複数の子を持つ親のうち，

すべての子に平等に遺産を分配したいと答えた

のは44％にすぎず，29％が親の世話をした子

に多く遺産を残したいと答えている．

　前述の通り，戦略的遺産動機仮説は複数の子

の存在を前提としており，子が一人だけの場合

には成立しない可能性がある．もしそうであれ

ば，親に資産がある場合には，子が二人以上い

る親のほうがひとりっ子の親より子から受けら

れる世話の総量が多いと解釈できる、米国では

子の数が多いほど親が子と同居する確率が高く

（Hays　eCα工2003，Dostie　and　L6ger2005，Hotz　eC

α工2010），日本においても同様である（Brown

eCα工2002，Takagi召Cαム2007）．これは戦略的遺

産動機仮説と整合的ではあるが，他の説明も考

えられる．例えば，子の数が多ければそのうち

の誰かが親の家の近くで職を得ることも多いた

めに親子同居の可能性が高まるのかもしれない、

なお，前述の親の資産が子の行動に与える影響

を分析した一連の実証研究では，Bernheim2C

α五（1985），Perozek（1998）などの一部を除き複

数子のケースに限定していないため，Bem－

heim　e広α五（ユ985）において定義される戦略的遺
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度動機仮説の検証という点では厳密さを欠く、

3．3他の交換動機1生前贈与・家事・「孫育

　　て」

　交換動機仮説とは親子が家事などの時間的サ

ービスや金銭等を互いに交換するという仮説で

ある（Cox1987）、交換動機は前節で説明した戦

略的遺産動機を含む，より広い概念である．戦．

略的遺産動機仮説においては時問的サービスと

遺産とが交換されている．戦略的遺産動機モデ

ルでは，子のモラルハザードを防止す・るために

親が最後まで自分で資産を保有し続けるのに対

し，交換動機モデルでは親が先に子に対して金

銭（生前贈与）や時間的サービスを与え，その後

に子が親の世話をするというケースも含まれる、

　米国では多くの場合，親の遺産はすべての子

に平等に分割されるが，生前贈与についてはそ

うではない（McGarry1999，Norton㎝d　Van

Houtven2006）．McGarry（1999）によれば，生

前贈与は現在所得が少ない子に，遺産は生涯所

得が少ない子にそれぞれ多く与えられるが，き

ょうだい間で生涯所得は一時点での現在所得よ

り均等になるため，遺産は均等に，生前贈与は

不均等に分配されることが多い1一方Norton

and　Van　Houtven（2006）は，生前贈与は遺産と

比較して，より明確に子からの世話の量に関連

付けて支払うことができ，遺言を変更する手間

なしに金額を変更でき，また他の子には秘密に

できるため交換に利用しやすいと指摘している．

NortonandVanHoutven（2006）によれば，米

国では親の介護をした子は介護をしなかったき

ょうだいよりも親から生前贈与を受ける確率が

高い．Henrettaefα五（1997）によれば，米国で

は過去に親から多額の生前贈与を受けた子はそ

の後に親の介護をする可能性が高くなる．日本

においても，田淵（2006）は親が子の住宅取得に

金銭的援助を行った場合には，子と親の地理的

距離が近くなると指摘している．一方，

McGarry　and　Schoeni（1997）やBrown（2006）に

よる米国についての実証結果は，介護を行った

子に多く生前贈与が与えられるという仮説に対

して否定的である．

研　　究

　日本では親と同居して小さい子供の世話をし

てもらうことには，特に共働きの夫婦にとって

大きなメリットがあるとされる（Sasaki2002，

OishiandOshi02006）．このため，日本の高齢

者は子と同居して家事や幼い孫の世話をし，子

はその見返りとして将来親の世話をするという

指摘があり，実際に幼い子供がいる子は親と同

居率が高いとされている（Kim2004，Yamada

2006，Kureishi　md　Wakabayashi2010）．ただし，

これが親子の交換動機に基づくものか，親の子

に対する利他性や孫と一緒にいること対する親

の好みによるものか，区別することは難しい．

琴．4　デモンストレーション効果

　CoxandStark（1995）は，子供は親の行動を

真似するので，親は将来自分の子から多く世話

をしてもらえるように．自分が自分の親の世話を

する姿を子供に見せる，というデモンストレー

ション仮説を提示した．この仮説によれば，孫

がいる親は孫のいない親より多く子から世話を

受けられるということになる．一方，フランス

のデータを用いたWo1ff（20q1）の分析によれ1ギ，

学齢前の子供がいると親の訪問回数が増えるが，

子供が学齢に達するとその効果は消える．

Wo1ff（2001）は，幼い子供がいる子が親を頻繁

に訪問するのは親に子供の面倒を見てもらうた

めであって，子供に親孝行の模範を示すためで

はないと結論付けている．日本についてもYa－

mada（2006）が同様の結果を得ている．

3．5子の親に対する純粋な利他性

　子の親に対する純粋な利他性とは，親の効用

水準の向上が子の効用水準を増加させることを

指す．子が親の世話をするのが子の純粋な利他

性に基づいているか否かは検証が難しい．個々

の利已的な動機（例えば戦略的遺産動機）と矛盾

する証拠があっても，それだけでは他の利己的

な動機や他の仮説（社会規範や伝統など）を排除

できないためである．しかし，親が経済的に困

窮しているほど子が親の世話をするという米国

についての実証結果は，子の純粋な利他性を示

唆していると解釈できる（Pezzin　and　Schone
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ユ999，SIoaneCαム2002）．また，同じく米国につ

いての，認知能力に問題のある親のほうがそう

でない親よりも多く子から介護を受けていると

いう結果についても同様である（S1oane広α工

1997）．

　日本では子の利他性が重要であると結論付け

た研究はほとんどない．それに対し欧米では，

子による親の世話が子の親に対する純粋な利他

性に基づくことを前提としてきょうだい間の戦

略的相互作用について分析した研究が多く存在

する．きょうだいがみな親に対して利他的であ

るならば，親の健康や効用はきょうだいにとっ

て公共財となる．その結果，親には健康で幸せ

でいてほしいが，親の世話は自分ではなく他の

きょうだいにやってもらいたいというただ乗り一

（free－riding）の問題が生じる．このような仮説

に整合的な実証結果の存在は，子の親に対する

利他心の重要性を間接的に裏付けている．

　CheckovichandStem（2002）によれば，米国

では他のきょうだいが親の介護をする可能性が

高い子ほど親の介護をしなくなる．PezzineC

αム（2007）は，きょうだいのうち一人が親と一旦

同居してしまうと将来介護負担の多くを引き受

けざるを得なくなるが，きょうだいのうち誰が

親と同居するか決める際にはその後の介護の分

担についてコミットできないため，結局きょう、

だい全員が親との同居を避けるようになるとい

うモデルを提示した．Pezzin　eταム（2005）は米

国のデータを用いてこのモデルに整合的な実証

結果を示している．Konrad　eCα五（2002）はドイ

ツのデータを用いて，二人きょうだいのうち第

一子のほうが第二子より親から離れて住むこと

が多いことを示した．これは，第一子が第二子

より先にどこに住むか選ぶことが多いため，先

行者優位（first－mover　advantage）を利用して後

発者の第二子に親の世話を押し付けていると解

釈できる．

3．6　王朝モデル

　Chu（1991）は家系を維持することが親の目的

であることを仮定する王朝モデルを提示した1

このモデルでは，長男，長女，または長子が家

名を継ぎ，家や家業を継承し，親から遺産を受

け取り，親と同居する．前述の他の仮説が子に

とっての親の世話をする理由について何らかの

説明をしているのに対して，王朝モデルによっ

て親にとっての子と同居する理由は説明できる

が，子にとっての親と同居する理由は説明でき

ない．日本では長男が他のきょうだいに比べ親

と同居する率が高く，その点では王朝モデルと

整合的である（坂本2006，Wakabayashiand

Horioka2009，Tえkagi　eCα工2007）．

3．7文化的波及効果

　親子同居や親の介護に関する親と子の行動メ

カニズムについて直接説明しているわけではな

いが，それらに影響を与える要因についての経

済学的仮説として，Je11a1and　Wolff（2002）によ

る世代間の文化的波及効果（intergenerationa1

Cu1tura1tranSmiSSion）が挙げられる．この研究

はフランスのデータを用いて親の介護をした高

齢者は子から介護を受ける可能性が高いことを

示している．一方，子供のいる親が自分の親を

より頻繁に訪問するわけではなく，したがって

デモンストレーション効果仮説は支持されない．

この結果は，家族固有の文化やr家風」が世代

を通じて継承されていることを示唆している．

4．日本の既存研究の特徴とその批判的検討

　前章で示したように，欧米の実証研究は総じ

て戦略的遺産動機仮説に対して否定的であり，

親から子への生前贈与と子から親への介護の交

換に代表される交換動機仮説については支持と

木支持が混在している、特に最近は，子が親を

介護するのは利己的な理由からではなく純粋な

利他性によるとする研究結果が増えている．そ

れに対し，日本では戦略的遺産動機仮説や交換

動機仮説への支持を結論づける実証研究が圧倒

的に多く，子の利他性は相対的に重要でないと

みなされてきた．この章では，日本と欧米の先

行研究が異なる結論に至った論拠の違いを総括

し，それが確定的なものではなくさらなる検証

が必要であることを明らかにする．
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4．1親からの贈与・遺産期待と子のサービス

　　提供の相関が意味すること

　欧米，特に米国で戦略的遺産動機仮説が支持

されない理由は，親の資産が子から親への時間

的サービスの提供に正の影響を与えているとは

認められず，むしろ負の相関を認めるケースも

あることと，親がすべての子に平等に遺産を分

配することが圧倒的に多いことの二つである．

これらの観察結果は，戦略的遺産動機仮説・交

換動機仮説から導かれる帰結と矛盾し，家族内

における利他性の存在を示唆している．

　他方，日本における戦略的遺産動機仮説・交

換動機仮説ないし親子の利己性に対する支持は

実は根拠に乏しい．前章で明らかにされたよう

に，日本の実証研究はおしなべて，親から子へ

の金銭的・物質的移転，孫の育児等の時間的サ

ービス提供，あるいは子による遺産期待のいず

れかと子による親への時間的サービスの提供の

正の相関をもって子の利已性を結論づけている．

これは，見返りがあってはじめて子によるサポ

ートカミ実践される，という兄方と整合的なため

である．しかし問題は，この正の相関は強い利

他性を持つ親子関係においても存在しうるとい

う点にある．

　無私無欲で老親に尽くす子を考えよう．親が

要介護になれば子からの介護は当然増えるだろ

う．この時，親についても効用関数に子の効用

水準が入っているような利他的モデルを仮定す

れば，大きな介護負担によって著しく低下した

子の効用水準に反応して，親が子への所得移転

を増やすという帰結，つまり介護サービスの提

供と子への移転の正の相関，が導かれる．現在

の日本の先行研究におけるこの論理的事実の意

味は重い．言うなれば，r日本の家族の結びつ

きは強固でお互いを無私無欲に思いやる利他主

義を特徴とする」という正反対の命題に対して

も，データから観察されるこの正の相関は「支

持」を与えてしまうのである、さらに言えば，

子に移転を行うという目的で親が資産形成を行

うならば，親の資産保有と子から親への時間的

サービス提供の間の正の相関についても同様に

親子の利他性によるものという解釈が可能であ

研　　劣

る、

4，2分析的枠組みの違い

　前節で議論したように観測事実から結論を導

くには想定する理論仮説が重要であるが，同時

に，日本と欧米で土台となる観測事実に違いが

あるのも事実である．この違いについても現実

の日本の特徴を反映しているのか，実証分析の

枠組みによる見せかけの違いなのか，検証する

必要がある．日本において利己主義が強調され

る根拠は，①親の住宅資産が親子同居に正の影

響を与えて“ること，②子の遺産期待と親との

同居や親への時間的サービスの提供に正の相関

があること，③親の介護をした子に他の子より

も多くの遺産が残される傾向が強いこと，の三

つに大別される．ここでは，いずれの観測事実

に関しても解釈の難しさが残ることを指摘する．

　まず①については，親が持ち家に住んでいて

特にその家が広い場合には，利便性と経済性の

面から子にとって親との同居が魅力的になる．

したがって，その家を将来相続することによる

効用とは別に，現時点で親の家に住むことによ

る便益に基づいて子が同居を選択している可能

性がある．また，特に横断面分析においては，

子と同居しているがゆえに親が広い家を保有す

るという逆の因果関係が排除できない．さらに，

金融資産と比較し住宅資産は流動性が低く相続

費用が高いため，親が戦略的遺産動機の度合い

に応じて動産・不動産の資産形成を行う可能性

があり，その意味でも住宅資産のみに着目する

分析には限界がある．日本の研究で同居が着目

される理由として，先進諸国と比較して突出し

て高い世代間同居の割合と高齢者の高い持ち家

比率が挙げられるユエ）．従って，日本において子

との同居と親の持ち家の関係が注目されるのは

当然であるが，上で挙げた問題に対処するため

には親の生涯所得や総資産を含めた包括的な分

析が望ましい．

　次に②の遺産期待の利用であるが，村上

（2006）が指摘するように親へのサービス提供に

伴って遺産期待が形成されるという逆の因果関

係が生じている可能性がある．子の親に対する
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サービスの提供意向は，親との人問関係や他に

親にサービスを提供できるきょうだいがいるか

否か等の要因に左右されるが，継続的なサービ

スの提供はこれらの要因を通じて遺産期待にも

影響を与えうるためである12）．したがって遺産

期待の変化が外生的だとは想定しにくいため，

パネル分析を用いたとしても同時性の問題に対

処するには識別のための外生変数または外生的

変化が不可欠である．

　最後にきょうだい間の差異を用いる③につい

ては，家族内の差異に注目しているため，家族

単位の固定効果を除去できるという利点がある

ものの，上と同様，因果関係の方向性は明らか

ではない．また，前節で述べたように，利他的

な親が介護コストを負担する子の効用低下への

補償として移転を行っているという解釈も可能

であることには変わりない．

　　　　　　5．今後の研究課題

　ここまで，子から親への移転についての先行

研究について概観し総括した．特に，日本につ

いての実証結果が欧米についての実証結果と大

きく異なっていることを示し，その差異が再検

討を要することを指摘した．世代問の相互依存

関係を分析する一番の難しさは，それが統計デ

ータから直接観察しえない点にある．ここでは，

この難しさを念頭に置きつつ，今後の研究課題

について議論する．

5．1明確な理論的枠組みの必要性

　直接観察できない相互依存や利他性について

実証する以上，理論命題の明確化が結果を解釈

する要となる1日本の多くの既存研究のように

利己主義モデルと整合的な結果が得られたとし

ても，それが利他主義モデルとも整合的かどう

かを十二分に考慮しなければならない．利他主

義，利己主義というしばしば二律背反的に使わ

れる用語についても注意を要する．式（2）に表

現されるBecker（1974）流の利他主義の表現は

多くの先行研究によって用いられる標準的なも

のであるが，言葉を換えれば，個人は他人の効

用水準を「消費」しつつ自分の効用最大化のみ

を目的に行動しておりr利己主義の特殊形」と

も言える．従って，式（2）における他人の効用

への依存の有無という問題設定も一つではある

が，金し喜多少ゐ利他性は持つという現実的前

提を踏まえれば，利他主義の度合いを計測する

という実証研究の方が生産的かもしれない13〕．

戦略的遺産動機の検証についても，Bernheim

eCα五（！985）に忠実に，きょうだいがいるかどう

かに基づく契約の不完備性を活用して検証する

か，もしくはそれに代わる理論モデルを明示し，

それに基づいて推定を行うべきであろう．いず

れにせよ，背後にある理論モデルの明確化が肝

要であり，特に日本の既存研究において進展の

余地が大きい．

5．2因果関係を検証可能な実証的枠組みの必

　　要性

　家族内の効用関数の相互依存関係が直接観察

できない以上，データから観察されるのは均衡

として実現した家族問の資産・財・サービスの

移転である．従って理論仮説の実証においては，

逆の因果関係（同時性）や観察不可能な変数によ

る内生性バイアスといった「識別の問題」にい

かに対処するかが最大の課題となる．例えば，

子の就労状況と子による親の介護，親の健康状

態と親子の同居，等はどちらの方向にも因果関

係が作用しうるため，検証したい因果関係を識

別するための実証的枠組みがなければ結果の解

釈は困難である．因果関係の検証を行うことを

目的としていても，実際の計量モデルはその目

的を十分に果たしていない先行研究が少なくな

い．

　この問題に対処するには，識別を可能にする

外生的要因の特定が必要である．例えば，親の

資産が子との信頼関係や子からのサービス提供

の結果として形成されるといった逆の因果関係

が存在しうる場合には，親の資産に対する外生

的ショック，例えば親の行動とは無関係に生じ

るような失業や健康悪化，自然災害などを利用

して因果関係を識別できる、制度変更や制度の

不連続性を利用して因果関係を明らかにする手

法，例えばdifference－in－differenceモデルや



　328　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

regreSSiondiSCOntinuity　deSignといった近年進

展著しい精織なプログラム評価法の利用も手段

の一つである．日本では，2000年の介護保険

の導入や近年の相続税制の改変等の政策ショッ

クが活用できる可能性がある．

　理論が示唆する条件を識別に利用することも

できる．例えば，BernheimeCαム（1985）はひと

りっ子の場合ときょうだいがいる場合で遺産と

世話の交換という家族内契約の履行可能性が異

なるという理論的帰結を利用することで戦略的

遺産動機仮説を検証している．

　理論仮説に基づく実証的枠組みの構築という

点では，近年多くの分野で応用されるようにな

った構造推定（StruCtura1eStimatiOn）は家族に

おける意志決定の研究にも応用が可能である．

データ上観測しにくい家族内での意志決定プロ

セスの解明にあたっては，主体問の相互依存関

係を明示的に組み入れた同時方程式モデルを構

造推定することで大きな成果が期待できる．

Engers　and　Stern（2002），Sakudo（2007），By－

me功αム（2009）は，子から親への移転を含めた

家族内でgバーゲニングや非協力ゲームについ

て構造推定を行うている．Nishiyama（2002）は

親からの移転のみが対象ではあるが，親の効用

関数における利他主義の程度を構造推定してい

る．これらの手法に基づき推定された構造パラ

メタを用い，さまざまな政策の帰結や今後さら

に進む高齢化のように今まで経験したことのな

い変化がもたらす影響をシミュレーション分析

できるのも，構造推定の利点である．

5．3その他の課題

　最後に，その他の課題を列挙する．

　第一に，価値観や家族のあり方が多様化して

いる現代においては，計量モデルにおいても個

人や家族の多様性を考慮することが肝要である．

種々の仮説の適合性を検証する際，均一性を前

提として定式化された仮説検定についてはその

結果の解釈に注意を有する．例えば，戦略的遺

産動機仮説が統計的に支持されたとしても，こ

の仮説がほとんどの家庭に当てはまるのか，そ

れとも一部の家庭にのみ非常に強く当てはまる

研　　究

のかはさらなる検証を要する、また，政策効果

を推定し政策的提言を行う際には，その効果の

平均値（average　treatment　effect）の推計値と

様々な下位人口（subっ。pu1ation）に対する効果

とを必要に応じて区別することが重要である．

個人差のない均一の効果（COnStanttreatment

effeCt）を仮定しないマッチング等のノンパラメ

トリックな手法や混合モデル（mixture　mode1）

が応用可能である．

　第二に，単純な利他性・利已性を超えた諸要

因，文化的要因や社会規範についても研究を進

める必要がある．利己性あるいは利他性と判断

される観測事実は文化的要因によっても説明可

能かもしれない．利他主義を説明する分析的枠

組みに社会規範まで包含するのは容易なことで

はないが，経済学における利他主義，慈善，社

会規範について進展著しい近年の研究を踏まえ

ることの意義は大きい．また，介護の担い手が

娘や息子の妻に偏りがちであること，夫婦両方

に支援が必要な親がいる場合とちらの親を選ぶ

かという問題があることなど，ジェンダーの視

点も親子関係を考える上で重要である．その他

の社会規範の変遷などについては，膨大に存在

する家族社会学をはじめとする経済学以外の領

域の知見を統合する努力も重要である、

　第三に，実証分析を可能にする統計データの

整備は親子の双方向の関係を見る上で決定的に

重要である．近年，日本を含む多くの国で高齢

者についての詳細なパネルデータが整備されて

き．ている．パネル分析自体は上言己の識別の問題

を完全に克服するための十分条件ではないが，

逆の因果関係や観察できない要因による内生性

バイアスを除外する上ではきわめて有益であり，

さらなる良質のパネルデータの蓄積が望まれ

る14）．世代問移転の分析において特に重要なの

が同居していない家族に関する情報であるが，

通常のサーベイデータには限界があり，ヨーロ

ッパ諸国で近年用いられているような全国民を

カバーする税登録データ（registry　data）の整備

と利用推進は大きな可能性を持つ．計測の難し

い累積的な生前贈与や時間サービスの定量化に

関わる基礎データの構築もこの分野には大きく
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資するものである．

　第四に，国際比較可能性を意識した研究が望

まれる．日本人の利他性や家族の結びつき，長

子相続のようなr日本的」家族制度などを議論

する場合は，分析的枠組みを海外の研究と比較

可能な形にしてはじめて，実証結果の有効性が

評価できる．海外の先行研究を追試して，国際

的な差異の有無について知見を積み重ねていく

ことも有意義であろう．

　最後に，マイクロデータを用いて得られた知

見を一国の経済の問題に還元する研究が今後期

待される．子から親への世代問移転は介護・医

療・年金などの社会保障政策や，労働参加，貯

蓄行動，資本蓄積，経済格差などのマクロ経済

の諸問題にも関係している．介護が労働参加に

及ぼす影響については実証研究が少なからず存

在するもの・の，世代問重複モデルのような一般

均衡マクロモデルにおいて，介護や同居などの

子から親への世代間移転を考慮したものは我々

の知る限り皆無である．今後少子高齢化が進む

につれてマクロ経済的祝点の重要性が高まって

いくであろう．

　　　（投稿受付2010年10月29日・最終決定2011
　　　年9月28日，名古屋大学大学院経済学研究
　　　科／ニュー・サウス・ウェールズ大学）

注

　＊　本研究は文部科学省科学研究費補助金基盤研究

r少子高齢社会における就業・介護の意思決定：家

族・市場・行政の連携を目指して」（課題番号1
23330085，研究代表者：中村二期日本大学教授）から

助成を受けた、また，本誌匿名レフェリー2名からい

ただいた数多くの貴重なコメントによって本稿を大■幅

に改善することができた．ここに厚く御礼中し上げた

い．なお，本稿の執筆作業の過半は中村が横浜市立大

学大学院国際マネジメント研究科在職中に行われた、

　I）発展途上国における人口高齢化については，例

えばShrestha（2000）を参照されたい．

　2）OECD（2005）の推計によると，OECD加盟国
では，障害や重い病気を患う高齢者の介護のうち80

％が家族や友人によって行われている．このような

インフォーマル・ケアのうち子によるケアが占める割

合は，米国で43％，イギリスで43％，日本で60％で

ある．（計算方法は国によって異なるので注意を要す

る．また米国については1994年，イギリスについて

は2000年，日本については2001年の数字である．）

　3）本稿では先進諸国についての実証研究を網羅す
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ることを目指したが，文献調査の対象が英語論文に限

定されたこともあり，結果としてはドイツやフランス

のデータを用いた論文計3編を除き，引用した海外の

実証研究は全て米国のデータによるものである．特に

非アングロサクソンの欧州諸国については必ずしも本

稿の記述が妥当であるとは限らない点に注意を要する．

　4）欧米については，労働生産性の低い個人ほど家

族の介護を担う傾向が強いという内生性によるバイア

スを考慮した推定によれば，家族介護が労働供給に与

える影響は存在しないか，または非常に小さい（Wo1f

andSo1doユ994Lejgb20ユO）．しかし貝本については，

岩本（2000）と西本（2006）は内生性の問題を考慮した上

で，世帯内での要介護者の発生や介護経験が労働供給

の減少をもたらすと指摘している．

　5）L㎡errさre　and　Wolff（2006）は1親から子への世

代問移転について理論と実証両面から詳細なレビュー

を行っている．

　6）一方Browningεfα五（2006）は，unitaryの定義

次第で所得プーリングはunitary　mode1の必要条件で

も十分条件でもなくなると指摘している．

　7）親子の間での金銭的援助については，Bianchi
召上α五（2007）による先行文献のレビューを参照されたい．

　8）強制加入の公的年金の場合は逆選択の問題は生

じないが，給付水準が一律のため個々人にとって望ま

しい水準の保険が調達できない、

　9）　ただしこの二つの研究には，同一世帯内の家族

一人一人の消費水準についての情報がないため，すべ

ての世帯員の消費水準が均等だと仮定しているという

大きな問題がある．前述の通り，PezzinandSchone
（1997）は米国ではこのような前提が成立しないことを

示している．

　10）Wakabayashi　and　Hor1oka（2006）は親の持ち

家保有は高齢者と子との同居には影響しないと指摘し

ている．

　1ユ）2005年に子と同居している60歳以上の高齢

者の割合は，日本で48％，米国で20％，ドイツで
ユ2％，フランスで15％，韓国で4ユ％である．また，

自分もしくは家族が所有する住宅に住んでいる60歳

以上の高齢者の割合は，日本で90％，米国で82％，

ドイツで54％，フランスで73％，韓国で80％である
（内閣府2006）．

　！2）一方で，親に子に遺産を残す意思がないこと

も考えられるため，その点では遺産期待のほうが親の

所得・資産よりも子の金銭的インセンティブを正確に

反映しているかもしれない．また意図せざる遺産が含

まれないという点では実際の遺産額より遺産期待のほ

うが適切かもしれない（Hurd王987）．

　！3）例えば式（2）に即して言えば，親にとっての自

分の消費（C岨。、。）と子の消費（C。・il。）の代替性を計測す

ることが考えられる．

　14）　日本の高齢者に関するパネルデータとしては，

日本大学r生活と健康に関する調査」，経済産業研究

所「暮らしと健康に関する調査」，東京都健康長寿医

療センター研究所・東京大学高齢社会総合研究機構

r全国高齢者パネル調査」が挙げられる．また，子の

視点から親への移転を観測できるパネルデータとして

は，慶膳義塾大学r慶膳義塾家計パネル調査」・r日本
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家計パネル調査」，家計経済研究所「消費生活に関す

るパネル調査」が挙げられる．
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